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令和６年度医療施設等経営強化緊急支援事業（小児・周産期関係）に係る事業計画書の提出について 

 

平素から本県の医療行政にご協力を頂き、感謝申し上げます。 

このたび、令和６年度厚生労働省補正予算の成立に伴い、「人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応

する緊急的なパッケージ」として、みだしの事業が実施されることとなりました。 

つきましては、同事業のうち、小児・周産期に関する支援事業をご案内します。当該支援事業の活用を希

望される場合は、３月 13 日（木）までに事業計画書（別添２）をご提出くださいますようお願いいたしま

す。 

なお、本事業は次年度に繰り越される見通しであり、令和７年度の実施にむけたものとなっております。

本依頼による事業計画書（別添２）の提出がない場合は、支援事業の給付を受けることはできませんのでご

留意くださいますようお願いいたします。 

 

記 

 

１ 支援事業（小児・周産期関係） 

 

No 支援事業 対象・支給額 提出資料 回答項目・Q&A 

⑴ 小児医療施設支援事業 別添１（Ｐ２） 別添２（シート１） 別添１（Ｐ６,９） 

⑵ 分娩取扱施設支援事業 別添１（Ｐ２） 別添２（シート２） 別添１（Ｐ６,９） 

⑶ 
地域連携周産期支援事業 

（分娩取扱施設） 
別添１（Ｐ３） 別添２（シート３） 別添１（Ｐ７,10） 

⑷ 
地域連携周産期支援事業

（産科施設）※施設整備 
別添１（Ｐ４） 別添２（シート４） 別添１（Ｐ８,10） 

⑸ 
地域連携周産期支援事業

（産科施設）※設備設備 
別添１（Ｐ４） 別添２（シート５） 別添１（Ｐ８,10） 

 

２ 事業計画書の提出方法等 

 ⑴ 令和７年３月 13 日（木）までに、事業計画書（別添２）を、下記担当まで電子メール（エクセル

様式（PDF 不可）によりご提出ください。メールの件名は「令和６年度医療施設等経営強化緊急支援

事業（小児・周産期関係）」としてください。 

⑵ 関係資料・様式は県 HP に掲載しています。 

  https://www.pref.okinawa.lg.jp/iryokenko/iryo/1005227/1033532.html 

⑶ 国の予算の範囲内の配分となるため、支給額は別添１のとおりとならない場合となります。 

 

担当・提出先 

沖縄県保健医療介護部医療対策班 

小 児 玉城（tamakkoy@pref.okinawa.lg.jp） 

周産期 古堅（furugend@pref.okinawa.lg.jp） 


